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70
歳
〜
74
歳
の
国
保
被
保
険
者
の

窓
口
負
担
の
変
更

　

70
歳
か
ら
74
歳
の
方
の
窓
口
負

担
は
、
法
律
上
２
割
と
な
っ
て
い

ま
す
が
、
こ
れ
ま
で
特
例
措
置
に

よ
り
１
割
負
担
と
さ
れ
て
き
ま
し

た
。

　

こ
の
特
例
措
置
は
、
よ
り
公
平

な
仕
組
み
に
す
る
た
め
、
４
月
２

日
以
降
70
歳
の
誕
生
日
を
迎
え
る

方
か
ら
、
次
の
【
図
１
】
の
と
お

り
、
段
階
的
に
２
割
負
担
に
戻
る

こ
と
に
な
り
ま
す
。

新
た
に
70
歳
に
な
る
方
に 

高
齢
受
給
者
証
を
交
付

　

70
歳
の
誕
生
日
を
迎
え
る
方

に
、
窓
口
で
の
負
担
割
合
が
記
載

さ
れ
た
「
高
齢
受
給
者
証
」
を
誕

生
月
に
郵
送
し
ま
す
。
使
用
は
翌

月
か
ら
で
す
。

※
１
日
生
ま
れ
の
方
は
、
誕
生
月

の
前
月
に
郵
送
し
ま
す
。
誕
生

月
か
ら
ご
使
用
い
た
だ
け
ま
す
。

平
成
26
・
27
年
度
の
後
期
高
齢
者 

医
療
の
保
険
料
率
を
変
更

　

後
期
高
齢
者
医
療
の
保
険
料

は
、
75
歳
以
上
（
一
定
の
障
害
の

あ
る
65
歳
以
上
）
の
被
保
険
者
の

医
療
費
（
２
年
間
分
）
が
ま
か
な

え
る
よ
う
、
県
、
広
域
連
合
ご
と

に
定
め
た
保
険
料
率
を
も
と
に
、

被
保
険
者
が
等
し
く
負
担
す
る
均

国
民
健
康
保
険
税
・ 

後
期
高
齢
者
医
療
保
険
料 

仮
徴
収
額
決
定
通
知
書
を
送
付

　

平
成
26
年
度
国
民
健
康
保
険
税

及
び
後
期
高
齢
者
医
療
保
険
料

（
以
下
「
保
険
税
（
料
）」）
に
つ

い
て
、
４
月
よ
り
年
金
か
ら
の
天

引
き
が
始
ま
る
方
へ
、
４
月
上
旬

に
「
仮
徴
収
額
決
定
通
知
書
」
を

送
付
し
ま
す
。

　

４
月
・
６
月
・
８
月
に
天
引
き

さ
れ
る
保
険
税
（
料
）
は
、
平
成

25
年
度
の
保
険
税
（
料
）
か
ら
算

出
し
た
暫
定
的
な
額（
仮
徴
収
額
）

で
す
。

　

平
成
26
年
度
の
保
険
税
（
料
）

は
、
25
年
中
の
所
得
が
確
定
し
た

後
、
７
月
に
本
算
定
を
行
い
、
改

め
て
通
知
し
ま
す
。

■
対
象
者
・
徴
収
方
法

　

下
表
一
覧
の
と
お
り

■
口
座
振
替
へ
の
変
更
も
で
き
ま
す

　

年
金
か
ら
の
天
引
き
で
は
な

く
、
口
座
振
替
を
希
望
さ
れ
る
方

は
、
申
請
に
よ
り
変
更
す
る
こ
と

が
で
き
ま
す
。
詳
し
く
は
、
お
問

い
合
わ
せ
く
だ
さ
い
。

■
年
金
か
ら
の
天
引
き
に

　

該
当
し
な
い
方

　

平
成
26
年
度
は
、
納
付
書
ま
た

は
、
口
座
振
替
に
よ
り
納
付
を
し

て
い
た
だ
き
ま
す
。
納
期
は
、
７

月
か
ら
翌
年
２
月
ま
で
の
８
回
で

す
。
平
成
26
年
度
の
保
険
税（
料
）

は
、
７
月
に
本
算
定
を
行
い
、
通

知
し
ま
す
。

■
通
知
は
世
帯
主
宛
て
に
送
付

　

国
保
税
は
、
世
帯
主
が
納
税
義

務
者
と
な
り
ま
す
。
世
帯
主
が
社

会
保
険
等
に
ご
加
入
の
場
合
で

も
、
同
じ
世
帯
に
国
保
加
入
者
が

い
る
場
合
は
、
世
帯
主
宛
て
に
通

知
し
ま
す
。

等
割
額
と
被
保
険
者
の
所
得
に
応

じ
て
決
ま
る
所
得
割
額
の
合
計
と

な
り
ま
す
。【
図
２
】

　

保
険
料
率
の
改
定
は
２
年
に
１

度
行
わ
れ
ま
す
。
平
成
26
年
・
27

年
度
の
所
得
割
率
に
つ
い
て
は

７
・
８
６
％
の
ま
ま
で
す
が
、
均

等
割
額
が
４
０
、４
９
０
円
、
保

険
料
の
賦
課
限
度
額
（
年
額
の
上

限
）
が
57
万
円
に
変
更
と
な
り
ま

す
。

　

な
お
、
保
険
料
は
、
前
年
中
の

所
得
が
確
定
し
た
の
ち
決
定
し
、

７
月
中
旬
に
「
保
険
料
額
決
定
通

知
書
」
を
送
付
す
る
予
定
で
す
。

■
お
問
い
合
わ
せ

＊
市
民
課
国
保
医
療
担
当

（
内
線
１
２
７
〜
１
２
９
・
１
３
７
）

＊
県
後
期
高
齢
者
医
療
広
域
連
合

☎
０
５
５－

２
３
６－

５
６
７
１

後
期
高
齢
者
医
療
保
険

既に年金から天引きによ
り納付されている方

平成26年2月の年金から天引きされた額と同額を4月・6
月・8月に仮徴収します。

４月より新規で年金から
の天引きとなる方 
（①～④を全て満たす方）

①前年度において、10月１日までに韮崎市へ転入された
り、75歳の誕生日を迎え、新たに被保険者となった方。
②年額18万円以上の年金を受給している。
③介護保険料が年金から天引きされている。
④後期高齢者医療保険料と介護保険料の合算額が、介護
保険料が天引きされている年金額の2分の1を超えない。
前年度の後期高齢者医療保険料額を6回で除した額
（100円未満切り捨て）を4月・6月・8月に仮徴収しま
す。（年度途中で後期高齢者医療に加入された方の年間保
険料額は、前年度保険料額を12ヶ月に換算した額）

国
民
健
康
保
険

既に年金から天引きによ
り納付されている世帯

平成26年2月の年金から天引きされた額と同額を4月・6
月・8月に仮徴収します。

４月より新規で年金から
の天引きとなる世帯 
（①～④を全て満たす世帯）

①前年度において、10月１日までに世帯主が国保に加入
され、かつ世帯内の国保加入者全員が65歳以上である。
②（国保加入の）世帯主が年額18万円以上の年金を受給
している。
③（国保加入の）世帯主の介護保険料が年金から天引き
されている。
④（国保加入の）世帯主の国保税と介護保険料との合算
額が介護保険料が天引きされている年金額の2分の1を超
えない。
前年度の年税額（医療分・支援金分）を6回で除した額
（100円未満切り捨て）を4月・6月・8月に仮徴収しま
す。（年度途中で国保に加入された世帯の年税額は、前年
度税額を12ヶ月に換算した額）

【対象者・徴収方法一覧】

【図１】対象者・徴収方法一覧

【後期高齢者医療制度の保険料率改定】

＊平成25年10月2日以降に被保険者となり、上記の条件を満たす世帯は、6月以降順次、
年金からの天引きが開始されます。

ただし、現役並み所得者（※）は、これまでどおり3割負担です。
※住民税課税所得が145万円以上の70歳以上国保被保険者が
いる世帯

市
民
課
国
保
医
療
担
当
よ
り
お
知
ら
せ

平成26年3月まで

１割 
（特例措置による）

平成26年4月から

平成26年4月1日まで
に70歳の誕生日を迎
えた方
（特例措置が継続され
ます）

１割

平成26年4月2日以降
に70歳の誕生日を迎
える方

2割

【図２】保険料の計算方法

保険料額 均等割額
40,490 円

所得割額
（所得－33万）×7.86％＋＝

変更前 平成 24・25年度
の保険料率

所得割率　　　　7.86％
均等割額　　　39,670円
賦課限度額　 550,000円

変更後 平成 26・27年度
の保険料率

所得割率　　　　7.86％
均等割額　　　40,490円
賦課限度額　 570,000円


